
 

 

監査の結果に関する報告に基づいて市長が講じた措置について 

 

第１ 定期監査 

２ 平成14年度第１回定期監査結果報告（平成15年１月22日監査報告第３号）に基づく 

市長の措置について 

(1) 事務関係 

 

監   査   結   果 

 

措 置 結 果 

 

(5) 市営地下鉄既存駅舎エレベーター等整備事業に

ついて改善を求めるもの      （福祉局）

  福祉局では、共生のまち推進事業の一環とし

て､市営地下鉄既存駅舎へのエレベーター等整備

事業を推進している。整備に当たっては、年度当

初に対象となるすべての駅について設計から工事

までを一括して交通局に依頼し、完成後、交通局

に移管しているが、次のようなものが見受けられ

たので、適正な事務処理に改められたい。 

 ア 詳細設計書の提出がないまま整備工事が施工

されているため、依頼した工事内容の確認がで

きない状況であるとともに、交通局から検査調

書、精算内訳書、図面等の提出がないまま福祉

局において完了検査を行っていたことから、エ

レベーター設置工事と関連のない改修工事の費

用を負担しているもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 平成15年度から、あらかじ

め詳細設計書等により福祉局

事業の範囲等を福祉局と交通

局の双方で確認することを徹

底しました。 

 また、平成14年度に完成し

た駅のエレベーターの完了検

査においては、交通局から契

約書、図面及び検査調書等の

写しを提出させ、内容を確認

しました。 

 エレベーターと関連のない

費用を支払ったことに関して

は、平成15年５月に交通局か

ら戻入させました。 

 

 イ 交通局が工事請負業者等へ支払う前払金相当

額を前金で支払っているが、その金額が実際に

必要な額以上となっているもの 

 

 

イ 平成15年度から､工事の概算

 執行予定金額に基づき､工事等

 の契約ごとに前払い相当額を

 算出し､必要な時期に支払うよ

 う改めました。 



 

 

 ウ 完成後、公有財産台帳への登録を行っておら

  ず、交通局への移管に際して適正な手続がなさ

  れていないもの 

  

 

ウ 指摘以降に完成したものか

 ら､エレベーターを財産として

 扱うこととし､公有財産台帳へ

 の登録を行ったうえで､交通局

 へ移管するよう改めました｡ 

 

(8) 福祉施設入所者からの預り金の管理等について

 改善を求めるもの         （福祉局）

 「公金外現金事務処理要領」は、「横浜市予

算､決算及び金銭会計規則」の適用対象とならな

い金銭で、業務の関係上本市職員が出納及び保管

をせざるを得ないものを公金外現金と定義し、公

金と同様、厳正な取扱いを行うものとしている。

 障害者福祉施設や養護老人ホーム等では、局が

独自に定めた取扱要領(以下「局要領」という｡)

に基づき、入所者の預金や現金などの財産を施設

ごとに本人又は家族からの依頼により預かってい

るが、これら公金外現金の出納及び保管の状況に

ついてみたところ、次のようなものが見受けられ

たので、局要領の見直しを含め適正な事務処理に

改められたい。 

ア 預り金の額が多額になっているもの 

イ 預り預金の一部について、出納簿が備えられ

 ておらず、また、出納に際して決裁を行ってい

 ないもの 

ウ 公金外現金取扱状況一覧表の作成や、定期的

 な検査が行われていないなど取扱状況の把握が

 不十分であるもの 

   

 

 

 預り金については、原則とし

て預貯金として管理しておりま

すが､平成15年度からは､貸金庫

の利用や施設内金庫にセンサー

を設置するなど、安全性を高め

ました。 

 また、平成16年８月から出納

簿を備え決裁を行うこととし、

公金外現金取扱状況一覧表を作

成し、定期的な検査体制を整え

て、公金外現金事務処理要領の

趣旨を踏まえた適正な処理を行

うように改めました。 

(11)横浜市船舶廃油処理場の運営について改善を求

 めるもの             （港湾局）

  港湾局では、港湾区域及びその周辺海域におい

 て､海洋環境の保全を図るため､小型内航タンカー

 船内から生じた廃油を船から直接受け入れ、適正

 に分離処理する施設として、廃油処理施設を設置

 している。横浜市船舶廃油処理場の運営業務につ

 いては、設置当初から横浜市船舶廃油処理場運営

 会に委託しているが、船舶の二重底化による機能

 向上等により処理量が年々低下し、平成13年度の

 年間処理量は18,000㎥になっている。 

  これは、年間処理量の最大値を記録した昭和48

 年度の 617,000㎥と比較すると約97％処理量が減

 少しており、現在施設の有する処理能力を考慮し

  ても有効に施設が使用されているとは言い難い実

 態が見受けられた。 

 施設のあり方の検討については、平成５年度か

 

 

 横浜市船舶廃油処理場につい

ては、平成16年３月４日に、国

土交通大臣あてに廃油処理事業

の廃止届を提出し、同年３月10

日に受理されました。また、同

年３月25日に『横浜市港湾施設

使用条例の一部を改正する条例

』及び『横浜市港湾施設使用条

例施行規則の一部を改正する等

の規則』を公布し、平成16年４

月１日をもって同施設は廃止し

ました。 



 

 

ら関係機関と調整を行っているところであるが、

 早期に結論を出せるように積極的な取組をされた

 い。 

 


